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７　議　事　
資料確認の後，川上会長が議長として議事進行。
（議　長）倉敷中部高齢者支援センターについて，先月１１月２９日の運営協議会でも報告があったが，主任介護支援専門員の欠員について，経過説明を事務局よりお願いする。
（事務局）平成１９年９月１日より退職による欠員状況が続いていた。１１月の巡回訪問指導で正式に確認した。欠員報告も前回の運営協議会で報告した。高齢者支援センター設置法人である（福）倉敷中央天寿会に，欠員状況をどう捉えているのか，欠員状況のまま高齢者支援センターが運営できるのかなどを１２月１３日に尋ねた。法人は２０年度以降も受託したいという意向だった。後日，１２月１６日に主任介護支援専門員に準ずる者を配置すると電話連絡があり，職員配置による変更届も受理した。欠員の補充はできたので，市としては，２０年度以降も継続して委託契約を締結したいと考えている。
（議　長）新しく配置された人は，現時点では主任介護支援専門員に準ずる者ということだが，主任介護支援専門研修を受講すれば，必ず主任介護支援専門員になれるということか。

（事務局）主任介護支援専門員研修は県が実施するが，高齢者支援センター職員が優先して受講できる。倉敷市の定員枠もあり，市の推薦が必要となる。
（委　員）欠員時の対応を，この運営協議会の場で議論するということは，現在の契約書に欠員時の対応に関する項目がなかったということか。

（事務局）そのとおりである。

（委　員）欠員が続いていた倉敷中部高齢者支援センターに対して，市の指導はどうだったのか。

（事務局）早急に補充するよう口頭では指導していた。

（委　員）９月１日からの欠員問題をこの１２月の協議会で議論しているという状況が飲み込めない。１１月に正式に確認した，と先ほど答弁があった。９月１日の欠員状況を市はいつ把握したのか。それに対して，いつ，どのような指導を行ったのか。いまの説明では，市は欠員を知らず，放置していたとも聞こえる。
（事務局）センターから欠員の連絡はあったが，正式な届出はなかった。人員体制の変更に関する届出を書類で出すように口頭指示をしていたが，その届出がなかったため，書類での正式な確認が遅れたことは事実である。１１月の巡回訪問指導後，書類も提出させた。センター設置法人から，書面による自主的な提出がなかったということである。
（議　長）契約書に変更届等の速やかな提出義務が明記されてなかったということか。

（事務局）そのとおりである。

（議　長）倉敷中部高齢者支援センター以外に，専門３職種が欠けているところはあるのか。

（事務局）庄北高齢者支援センターで保健師が欠けている。真備高齢者支援センターは保健師が欠けていたが，１２月２１日には職員を配置した。

（議　長）倉敷市に限らず，専門職種の配置・確保が厳しい状況は分かっている。

（委　員）経過措置の対応はできないのか。県が主任介護支援専門員研修を実施するとのことだが，これを受講すれば，その人は必ず主任介護支援専門員になれるのか。人材確保が厳しいという事情説明だが，それは一般の人には理解しにくい。職員の年齢制限などを設けないということはできないのか。そうすれば，看護師のＯＢなどを配置できるのではないか。

（事務局）現在，職員の年齢制限は設けていない。
（委　員）倉敷中部高齢者支援センターの新しい配置職員は，募集に応じて，雇用し配置したのか。それとも設置法人内での人事異動か。
（事務局）法人内での人事異動である。

（委　員）主任介護支援専門員研修を本年度受講したら，何人増えるのか。
（事務局）倉敷市より９名推薦したので，受講修了すれば，９名は増えることになる。

（委　員）主任介護支援専門員以外の専門職種について，経過措置などはないのか。
（事務局）経過措置はなく，専門３職種に準ずる者という規定がある。保健師に準ずるものである看護師は，資格だけでなく地域での経験が必要である。

（委　員）包括的支援事業について，各法人と委託契約を交わしているとのことだが，現在の契約書には定期報告の項目はある。倉敷中部高齢者支援センターは欠員についてなぜ９月１日に書類で提出できなかったのか。

（事務局）契約書には変更届の提出に関する規定がなく，運営に関する要領等を定めていない関係で，各事業所からの自主報告に委ねていた。

（委　員）自主報告がなかったということは，市はずっと知らなかったということか。退職についても，市はいつ把握したのか。委託契約書についても，定期的に報告をするようになっているが，具体的にどうなのか。毎月報告か２ヶ月ごとか，どうなのか。そもそも１回目の報告はいつだったのか。欠員報告はいつだったのか。倉敷市がきちんと説明していないのに協議会で議論をといわれても意味がない。

（議　長）昨年度から始まった主任介護支援専門員研修だが，県下で６０人しか受講できないということは分かっている。倉敷中部高齢者支援センターに新たに配属になった方については，ぜひ受講してもらい，主任介護支援専門員になってもらいたい。

では，議事②の『委託期間・契約内容』について，事務局より説明してもらいたい。
（事務局）３年の委託期間の設定，更新制度の導入，現センターとの委託期間は２３年度までとすること，欠員時の対応を契約書に明記すること，具体的には欠員期間に応じた委託料の減額などを契約書に明記したいと考えている。
（議　長）平成１７年度に高齢者支援センター設置法人を公募し，２５箇所に委託した市としては，今も専門３職種が揃っているはず，という立場だろう。しかし，職員の退職だけでなく，法人内での人事異動が多いとも聞いている。
（委　員）利用者のためになるような契約内容，委託内容でないと意味がない。いままで厳しい対応ができてなかったからと言って，この提示案のような内容にしたら，事業所が対応できなくなる恐れがある。ただ，そうは言っても，市は委託者であるのに，なぜ事業者に言うべきことを言えないのか。内容を安易に厳しくすることを求めているのではなく，弾力的に運用するようにしてほしい。利用者のために，どういう内容ならいいのか，考えてもらいたい。抽象的な表現なので，具体的に明記するべきである。例えば，契約書の第１１条に甲乙による協議の規定があるのに，なぜしていないのか。ただ，だからと言って，安易に厳しくするというのは反対である。

（委　員）委託料の支払いについて質問するが，例えば，８月に支払われる委託料は実績払いなのか。

（事務局）現在は委託料を１２で割り，それを４期に分けて支払っている。
（議　長）罰則規定が厳しいとの意見も出たが，他の委員の意見はどうか。
（委　員）利用者の視点に立てば，厳しいとは思う。ただ，高齢者支援センターは公的な仕事をしており，欠員などについては厳しい対応をしなければならないと思う。介護保険事業所では，人員欠如はその月から減算が適応される，減算などは当たり前だと思う。ただ，市が示した変更案は，欠員状況が６ヵ月経てば契約解除し，新しい法人と委託契約を結ぶ，とあるが，それでは利用者が困るのではないか。しかし，公的な資金を投入している以上，厳しい対応は当たり前のような気もする。市民は基本的には同じところを利用したいと思っているはずで，６ヵ月間欠員が続けば，即センターの交代というのは，厳しすぎると思う。

（議　長）高齢者支援センターの交代は，利用者や市民に混乱を招く。不利益な提案を法人にする場合は慎重な対応をした方がいい。

（委　員）人員確保が厳しいということを十分想定した上で，市は対応すべきである。高齢者が安心して相談できる場を確保してほしい。人員確保が絶対条件なら，欠員についても厳しくするべきだと思う。欠員状況へのペナルティは適用して当たり前であるが，契約解除などについては，再検討すべきと思う。新たな内容の契約書で契約するということになれば，先の公募との関係はクリアできるのか。新規に公募しなくても問題ないのか。２０年度の委託契約は，現在契約している法人と委託するという前提で話を進めているのか。
（事務局）２０年度も現在契約している法人に委託するという前提で話を進めている。

（委　員）運営協議会で充分検討すべきだ。契約内容を改定して，次年度契約するつもりなら，事業者側に充分説明しなければならない。期間を定めずに各高齢者支援センターに委託しているということは，随意契約ということだが，その根拠法はあるのか。他の事業所が高齢者支援センターを運営したいと言ってきたら，どうするのか。契約内容の変更・委託期間の問題・随意契約の問題などがある。
（委　員）高齢者支援センターには専門３職種が必要であるなら，欠員についての減額は当然と思う。ただ，欠員が半年続き，補充できなかったら契約解除というのは，利用者にとっても混乱を招くだけではないかと思う。
（議　長）新しい内容の契約書を一方的に確定し，一方的に提示するのは問題である。契約内容の変更案は，法人側の意見を十分聞き集約し，それから素案を作成し，運営協議会に諮るように。

（事務局）事業所説明会を開き，再度，運営協議会で協議していただく。
（議　長）専門３職種の支援体制について，契約書に明記してほしい。委員から意見が出たが契約内容を変更するのなら，法人に充分説明する必要がある。退職だけでなく，法人内の異動も頻繁にあるようなので，委託期間内の人事異動についての制限についても検討すべきではある。職員が交代するばかりでは，毎年新人職員研修をしなければならないし，専門性が積みあがらない。

（委　員）高齢者支援センターの主任介護支援専門員の役割に，地域の介護支援専門員の支援がある。先ほど言ったように，県の主任介護支援専門員研修が優先されるため，キャリアを積んでいる居宅介護支援事業所の介護支援専門員が，主任介護支援専門員になれず，高齢者支援センターに配属されている比較的若い介護支援専門員が主任介護支援専門員になることになる。
（議　長）変更案に示されている委託期間が３年というのは適切か。また，更新制度を導入し，更新審査で一定の条件を満たさないと更新しないとあるが，一定の条件とはどうするのか。

（事務局）審査項目について，項目案を定めるので，運営協議会で審議していただきたい。

（委　員）原点に戻って，現場の職員の意見を聞いてほしい。上から考えるのではなく，現場からも考えてもらう。個人情報保護法・障害者自立支援法など，上から降りてくるというのではなく，現場の人の意見をよく考えてもらいたい。

（議　長）審査項目，委託契約書には，報告の義務，契約期間内の異動禁止などを盛り込みつつ，厳しい罰則的だけでなく，支援の方法についても対応を明記して欲しい。では，議事③について，事務局より説明をお願いする。
（事務局）１８年度の実績報告書，１９年度委託料の内訳について，資料により説明する。

　　　　　説明後の質疑応答は以下のとおり。

（委　員）この資料では，比較的人件費が安いセンターが見受けられるが，人件費部分があまりに安いと，名前だけの職員を置いておけばいいということになりはしないか。収入と支出が同額になっているセンターもあるが，そんなことがありえるのか。包括的支援事業・指定介護予防支援事業では収入が上がっているが，その他事業部分に収入が少しも上がっていないセンターもあるが，これは問題はないのか。また，ある地区ではセンターが全て赤字計上だが，大丈夫なのか。
（委　員）包括的支援事業部分と介護予防支援事業部分が半々になるというのはありえないのではないか。法人提出資料とのことだが，十分精査できていない資料をそのまま運営協議会に出すのはおかしいのではないか。疑義が認められる部分については，法人にきちんと確認すべきである。疑問符がつく報告書については，十分精査してから，改めて報告すべきである。

（事務局）資料を精査し，疑義があれば，法人に再提出をさせるなどして，報告し直す。
（委　員）委託料は人口割部分と基本割部分があるとのことだが，各センターは人口割どおりに実績が上がってきているのか。前年度実績をもとに委託料が決まっているのか。決まっていないのなら，前年度実績を反映させるべきだ。
（議　長）委託料については，平成１７年度の地域包括支援センター設置部会にて，事務局が用意した資料をもとに委託料を決めている。

（事務局）人口割部分については，１２月末で人口を確定し，人口割部分を決めている。

（委　員）あるセンターのその他事業の支出項目に，８６９万９０３６円という数字があるが，中身は何なのか。額が大きいので，教えて欲しい。

（事務局）その額については，法人からの持ち出し部分である。

（委　員）新しく運営協議会委員になり，内容が多岐にわたり整理しきれない。全体の内容を要約して欲しい。

（議　長）倉敷中部高齢者支援センターの欠員問題は，つい先日職員が補充され，現在は専門３職種が揃っているとのことである。専門３職種の欠員時の対応は，減額規定や契約解除についても，安易に厳しくするのではなく，法人と充分に話し合いをすること，契約内容の変更案や更新時の審査項目の策定など，事務局が案を作成し，法人側と協議し，それから運営協議会へ諮ること，１９年度決算報告書についても，提出前に法人へ充分説明するとともに，中身についても，詳細をよく把握した上で，運営協議会にて報告すること。以上を，事務局へ求めた次第である。その他，委員の皆さんで，何か言い足りないことはあるか。
（委　員）繰り返しになるが，実績報告書等については，充分精査してから報告してほしい。

（委　員）素人が見て分かるような報告書にして欲しい。

（委　員）庄北高齢者支援センターの保健師欠員状況について，市の方でも充分なフォローをしてほしい。

（会　長）以上，各委員から色々意見が出たが，事務局は適切な対応をするように。
（事務局）了解した。

８　閉　会　（保険部次長　挨拶）










